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国家戦略特区の動き 

関西イノベーション推進室（特区担当） 

 

 

１ 国家戦略特別区域計画の認定状況（関西圏、養父市／平成 27年 3月 27日現在） 

（１）関西圏（別紙詳細） 

  ・保険外併用療養に関する特例関連事業（保険外併用療養に関する特例） 

  ・国家戦略特別区域高度医療提供事業（病床規制に係る医療法の特例） 

  ・雇用条件の明確化のための「雇用労働相談センター」の設置 

  ・国家戦略道路占用事業（エリアマネジメントに係る道路法の特例） 

  ・歴史的建築物利用宿泊事業（歴史的建築物等に係る旅館業法施行規則の特例） 

  ・iPS細胞由来の血小板製剤供給事業（課税の特例措置活用事業） 

  ※下線が平成 27年 3月 19 日付けで新たに内閣総理大臣の認定を受けた事業 

※これまでに関西圏から国へ提案した規制改革事項は現在も継続協議中 

（２）養父市 

  ・農地等効率的利用促進事業（農業員会と市町村の事務分担に係る特例） 

  ・農業法人経営多角化等促進事業（農業生産法人に係る農地法の特例） 

  ・農業への信用保証制度の適用関連事業（農業への信用保証制度の適用） 

  ・歴史的建築物利用宿泊事業（歴史的建築物等に係る旅館業法施行規則の特例） 

 

２ 国家戦略特別区域法改正案に盛り込まれる予定の特例措置等 

■ 第９回国家戦略特別区域諮問会議（H26.10.10）資料１より抜粋 

（１）外国人を含めた起業・開業促進のための各種申請ワンストップセンターの設置【※】 
（２）公証人の公証役場外における定款認証 
（３）NPO法人の設立手続きの迅速化 
（４）外国人家事支援人材の活用【※】 
（５）創業人材等の多様な外国人の受入れ促進など【※】 
（６）外国での弁護士資格取得者の国内での活動促進 
（７）旅館業法の特例となる不動産について重要事項説明義務がないことの明確化 
（８）公立学校運営の民間開放（民間委託方式による学校の公設民営）【※】 
（９）国有林野の民間貸付・使用の拡大 
（10）官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化 
（11）医療法人の理事長要件の見直し 
（12）農業等に従事する高齢者の就業時間の柔軟化【※】 
（13）「地域限定保育士」（仮称）の創設【※】 
 
■ 第 13回国家戦略特別区域諮問会議（H27.3.19）資料２より抜粋 

（１）iPS細胞から製造する試験用細胞等への血液使用の解禁【※】 
（２）都市公園内における保育所設置の解禁 
（３）外国医師による診療範囲の拡充【※】 
（４）地域限定保育士に係る試験実施の特例 
（５）漁業生産組合の設立要件等の見直し 
（６）農業生産法人の出資・事業要件の緩和に係る検討【※】 
 
【※】は関西圏（養父市含む）からの提案等により活用を検討している項目 

資料８ 
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３ 地方創生特区の動き 

（１）対象区域の公表   ※第 13回国家戦略特別区域諮問会議（H27.3.19）資料３－１より 

 Ⅰ．秋田県仙北市 
   【「農林・医療ツーリズム」のための改革拠点】 

 Ⅱ．宮城県仙台市 
   【「女性活躍・社会起業」のための改革拠点】 

 Ⅲ. 愛知県 
   【「産業の担い手育成」のための教育・雇用・農業等の総合改革拠点】 

 

（２）今後の指定や規制改革の提案募集について  

■第 13回国家戦略特別区域諮問会議（H27.3.19）資料４（有識者議員資料）より抜粋 

１ さらなる「地方創生特区」の速やかな指定について 

・ 今回の第二次の指定対象候補区域となっている３地域（「仙北市」「仙台市」「愛知県」）は、「地

方創生を規制改革により実現する」という高い志とやる気をもった区域であるが、これに加え

て、例えば「徳島県」などについても、提案する規制改革事項（介護保険等の住所地特例など）

が今後実現する方向となれば、速やかに第三次指定の対象として検討すべき。 

～略～ 

・ また、基本方針において少なくとも年２回行うことになっている「全国の自治体や民間からの

提案募集」を今春（４～５月を目途）に行うことにより、やる気のある志の高い地方創生特区

の候補区域からの、より大胆な規制改革提案を、一層積極的に受け付けていくべき。 

～略～ 

 

 

  



 

3/6 

 

 

 

（別紙） 
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